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論文
大都市衰退地区東京京島の「まちづくり」
一行政主導から住民主体へ一
今野裕　昭
1．はじめに
　経済の高度成長とともに噴出した住民運動は，昭和50年代後半以降，経済
の低成長とともに停滞し行政にとり込まれたといわれる1）。この停滞は運動
の質的転換をともなったものであり，高度成長期の運動にみられた住民主体
の抵抗性がなくなり，「まちづくり」・地域づくり型の運動に転換したとの
指摘がなされている2）。さらに，この「まちづくり」型運動にコミュニティ
形成の芽をみるのは，誤りとの指摘もなされている3〉。しかしながら，全国
のいくつかの箇所4）では，低成長期の「まちづくり」・地域づくり型の運動
が，根気強く行なわれ続けていることも事実である。これらの動きを単に行
政にとり込まれた保守的な運動としてみるのではなく，そこに新たなコミュ
ニティ形成の芽を分析することも，また必要な作業といえる。本稿では，東
京のインナーシティ，京島地区の「まちづくり」をとりあげ，コミュニティ
形成の芽の分析を試みる。
　昭和60年代に入ってからの「まちづくり」は，行政主導から住民主体への
移行が日程にのぼったとされる。50年代の「まちづくり」では多くの場合，
住民参加の協議会が地域の整備計画を決定すると協議会は解散し，あとは建
替え希望住民と行政の個別協議という形が普通に考えられていた。ところが，
昭和60年代に入ると，計画実現のためのルールづくりやコミュニティ施設の
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住民による共同管理と使用のルールづくりに力点が置かれ，「まちづくり」
は住民主体に移行する方向が一般的志向になったといわれる5）。京島地区の
「まちづくり」は，昭和54年，防災上の視点，再開発の観点に基づく行政サ
イドからの仕掛けで，コミュニティという点ではそれまでなにもなかったと
ころにスタートした，修復型の都市再開発である。住環境整備にねらいを絞っ
た京島の「まちづくり」の取り組みが，10数年たった今日どのような状態に
あり，そこに住民の主体的なコミュニティ形成の芽がどのような形であるの
かを検討したい。
1）山本英治「地域生活と住民運動」蓮見音彦・奥田道大『地域社会論』有斐閣　1980年
　第11章，とくに247－258頁。
2）奥田道大「住民運動と地域組織」『地域社会論』第12章，とくに268－271頁。同『都
　市と地域の文脈を求めて』有信堂　1993年　IV章。
3）庄司與吉『人問再生の社会運動』東京大学出版会　1989年　197－200頁。似田貝香門
　　『住民運動の論理』学陽書房　1976年　6－8頁。
4）例えば，神戸市真野，豊中市庄内，大阪市平野，東京世田谷区太子堂，墨田区一寺言
　問，京島など。
5）住民主体の重視は，行政サイドから先取り的にうち出されていた。京島でいえば，昭
　和57年の墨田区まちづくり公社の設立趣意書に，「従来の行政依存から地域の問題解
　決の能力主体として新しいコミュニティの形成が促進されなければならない」と，こ
　の旨の考え方が明示されている。（昭和57・8・2設立許可申請書，墨田区）
2．京島地区の地域特性
　京島地区まちづくりがかかっている区域は，東京都墨田区京島二丁目・三
丁目の25．5haで，過密・密集，戦前からの木造長屋住宅の老朽化，地場産
業の衰退，人口の減少・高齢化によって特徴づけられた，典型的ともいえる
インナーシティ型の住商工混在地区である。この地区は，東武亀戸線，およ
び，押上通り，明治通り，十問橋通りという広い通りで区切られ，囲まれて
いる。
　墨田区の南部地域（本所）は，江戸時代中期からの住宅，商業地域であり，
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明治に入ると東武，京成電鉄の開通もあり，軽工業地域として発達してきた。
これに対し，京島が含まれる北部（向島）は，関東大震災直前までは農村地
帯で，震災後，東京市民の郊外移住によって人口集中が進んだ。京島地区で
は，昭和初期に，明治通り，押上通り，十問橋通りができ，現在のまちの状
況がほぼできあがった。昭和20年の戦災の被害が比較的少なかったため，そ
の後さらに人口集中が進み，京島地区は昭和30年代には3万人をこえる超過
密地区（1，200人／ha）になった。墨田区の北部には，水運を利用しての繊
維，油脂，化粧品などの大規模工場が昭和30年代にどんどん進出したが，昭
和40年代に入ると工場等制限法による立地規制で工場の転出が始まり，零細
な関連下請，孫請工場だけが現在も残り続けてはいるものの，若年層の流出
により高齢化した。戦災に遭った南部では区画整理がされたが，北部は戦災
を免れたため密集地になっており，京島地区も道路が大正期の開発以来その
ままのため，かつての農道や河川が道路になる形で細く入り組み，建詰まり
の路地も多い。区画道路ばかりでなく，公園等の空き地も少ない。
　昭和30年代に人口3万人をこえていた京島地区も，昭和55年（6月30日住
民登録）には10，355人，63年には8，800人と激減している。まちづくりが始
まった当初，昭和55年の世帯数は3，432世帯，人口密度406人／ha（区平均
171人／ha）を数えた。地区内の建物総戸数3，431戸中，一戸建30．5％，長
屋58．2％，アパート・寮11．3％で，木造住宅が90％，うち老朽住宅が43．9％
を占めている。戦前からの建物率55．1％（区平均13．9％），不燃化率（建築
面積比）8．1％（区平均34．1％）で，延焼火災に対して極端に弱い市街地に
なっている。地区内の平均居住面積は42．2m2／世帯と，狭小である1）。住宅
所有形態をみると，持ち家，借家，半々くらいになっている（表1）。
　平成2年のデータ（国勢調査）によると，人口8，711人，世帯数2，989，人
　　表1　住宅所有形態構成比（一般世帯）一京島地区一
持ち家 公営・公団公社の借家 民営の借家 給与住宅 間借り
平成2年 55．5 0．5 42．1 0．9 1．0
（国勢調査）
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口密度335人／ha，65歳以上高齢化率16．7％（周辺地区は12％未満），周辺
地区に比して夜間人口と昼間人口との差が少なくどちらかというと住宅地特
性を示している。まちづくりが始まってからも，人口ばかりでなく世帯数も
減少の一途をたどっており（表2〉，地区内ほぼ中央の一町会（C町会）を
とりあげてみても，昭和61年から平成2年までの4年の間に，世帯数におい
て568戸から518戸へと減少している。昭和50年で住民の4割が，平成2年で
も3割が製造業従事者であるから，他のサラリーマンの住宅地に比べるとサー
ビス業従事者よりも製造業従事者が多く，ブルーカラーの多い地区といえる
（表3）。また，若年層の流出による高齢化が急速に進んでおり，老夫婦のみ
の世帯だけでなく，一人暮らしのお年寄りも多くなっている（表4，5）。
　地場産業も衰退が著しく（表6），しかも，「ケトバシ」と呼ばれる家内
表2　世帯数・人口の推移（指数）
住民登録 国　　勢　　調　　査
昭35 昭40 昭40 昭45 昭50 昭55 昭60 平2
????墨田区 80．0100（85，350）墨田区 100（77，046）99．7101．0103．8106．110．6
京島地区を含む
ブロック※ 96．5100（7，484）京島地区 100（3，646）98．994．388．583．482．0
????墨田区 100．5100（313，890）墨田区 100（317，856）88．578．973．272．473．4
京島地区を含む
ブロック 110．8
100（29，587）京島地区 100（15，274）88．475．866．358．657．0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　）内実数
※昭和40年7月1日，旧町一新町表示が施行され，現在の京島二丁目・三丁目の京島地
区は，それ以前の寺島町四丁目，吾嬬町西一丁目，吾嬬町西四丁目にまたがる一部で
あった。この旧町一新町表示施行にともない，統計区も旧町単位から新町単位に切り
換った。ここで京島地区を含むブロックとは，旧3町丁の合計であり，現在の京島地
区のほかに，現，京島一丁目，文花三丁目と押上三丁目の一部，文花二丁目の一部を
含んでいる。
表3　就業者人口産業別人口構成比　一京島地区一
建　設 製　造 運輸通信 卸売小売 金　融不動産 サービス その他
昭和50年 7．1 41．9 4．0 29．8 3．5 11．6 2．1
平成2年 7．4 32．6 5．5 30．7 4．2 17．3 2．3
（国勢調査）
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表4　年齢別人口構成比
15歳未満15－64歳65歳以上（再掲）75歳以上
???
0
墨田区 21．0 71．4 7．6 2．1
京島地区 20．9 68．1 11．0 3．2
??墨田区 14．0 73．O 13．O 5．0
京島地区 11．3 72．0 16．7 6．9
（国勢調査〉
表5　65歳以上の親族のいる一般世帯
　世帯数（対世帯総数比） うち，夫婦のみ世帯の比率
うち，単独世帯
の比率
???昭和50年 15，042（20．0） 6．9 10．3
昭和60年 19，690（24．1） 18．7 15．7
平成2年 21，787（25．8） 22．1 18．9
????昭和50年 1，019（30．0） 8．3 11．3
昭和60年 1，031（33．9） 12．2 13．5
平成2年 1，055（35．3） 21．4 30．0
（国勢調査）
表6　製造業事業所数，従業者数推移　一京島地区一
昭和53年昭和56年昭和61年平成3年
事業所数 385 370 302 275
従業者数（人） 1，486 1，288 1，006 1，117
表7　製造業
　　　　　　　　　　　（事業所統計）
従業者規模別事業所数（平成3年）
事業所総数 1～4 5～910～2930～99100～
墨田区 7，879 62．021．913．3 2．3 0．5
京島地区 275 83．312．4 3．3 0．O 0．3
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業所統計）
工業用プレス機械を1～2台置く程度の，家族労働力に支えられた零細町工
場が圧倒的に多い（表7）。京島で多い業種は，プレス，縫製編立て，金属
製品製造・加工関係，ゴム・合成樹脂・プラスチック関係，紙加工・印刷・
製本，挽物・バネ，装身具・飾物関係，皮革・皮製品関係である2）。さらに，
商業も，年々衰退あ傾向にある（表8）。
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表8　商店数・従業者数推移　一京島地区一
昭和54年昭和60年昭和63年平成3年
???商店数 31 30 29 27
従業者数 132 176 140 128
???商店数 287 271 257 240
従業者数 821 665 741 671
???店　　数 82 60 50 49
従業者数 144 153 126 124
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（商業統計）
　こうした中で昭和54年頃からまちづくりが始まったが，修復型の再開発と
して現在行政がこの地区で行なっている事業は，コミュニティ住環境整備事
業（旧住環境整備モデル事業，昭和58年から〉と，市街地住宅密集地区再生
事業（旧木造賃貸住宅総合整備事業，平成3年から），区独自の京島地区を
対象にしたまちづくり助成制度，不燃化助成事業，細街路拡幅整備事業の五
つである。
1）「京島地区まちづくりニュース」No1（昭和55年8月）。墨田区「京島地区における
　まちづくり」　（1992年8月）。
2）「京島二・三丁目工業者名簿」平成3年。
3．京島地区まちづくり事業の経過
1）まちづくり事業の経緯
　京島地区は墨田区内で木造住宅の密集度が最も高い地区であり，住環境上
多くの問題を抱えていた。表9のように，昭和53年，東京都は木造密集市街
地の改善を企図して「まちづくり意向調査」を含む「住宅建設事業調査」を
京島で行なっていたが，これを受けて墨田区は昭和54年の「市街地整備計画
の策定」に際し，京島地区で木造密集市街地の改善方策をケーススタディす
る方針を決定した。都および区は京島地区の整備計画作成に動き始め，京島
地区のまちづくりはここから行政主導で始まった。
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　昭和55年には京島地区まちづくり検討会が発足し，この検討会での審議を
経て56年にはまちづくり計画案が，都，区，住民に提案された。検討会は発
展解消の形でまちづくり協議会の設立へと移行し1），この協議会で計画案を
修正し，昭和56年協議会案をまちづくり計画の大枠にする合意が得られ，ま
ちづくり計画が行政計画として決定された。大枠決定されたまちづくり計画
は，①良好な住環境，②住商工が一体化したまち，③防災のまち，④人口1
万人以上の定着，を目標とし，地区内主要生活道路の拡充整備，建替え促進
による老朽住宅の解消，コミュニティセンターと児童遊園からなるコミュニ
ティ施設の整備の三つを柱とする内容になっている。
　その後，この大枠決定されたまちづくり計画は修復型再開発の手法で実施
される方向が固まり，昭和58年に京島地区が都を事業主体とする住環境整備
モデル地区として大臣承認を得，予算的裏付けをともない，コミュニティ住
宅建設，道路の部分的拡幅，と事業が進められてきた。一方，区の側でも昭
和57年に，行政と住民の触媒，住民の意向の吸い上げ，共同での街区計画作
成への調整，実際の事業の際の折衝を目的に，京島まちづくりセンター，墨
田まちづくり公社を設置した。
　墨田区では，昭和55年の都市計画の一部改正（地区計画等案作成に際し住
民の具体的直接的なコントロールを認めた）を受け，昭和60年に「墨田区地
区計画等の案の作成手続きに関する条例」を制定したが，これによって区独
自のまちづくりの展開が可能になった2）。昭和60年には，区の「まちづくり
助成制度」が発足し，隣接する3戸以上の民間の建替えについて，計画段階
での補助・建替えの際の補助に予算措置を講じ始め，京島のまちづくり事業
は，①コミュニティ住宅建設，②道路拡幅，③民問建替えへの補助という三
本立てで事業が進められてきた。
　平成2年にはコミュニティ住環境整備の事業主体が，都から区に移管され，
現在事業が進展している。
　こうした経緯をたどった京島のまちづくり協議会の方式は，木造住宅密集
地区を対象にした東京都の「防災生活圏構想」　（昭和56年）「防災生活圏モ
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デル事業」（昭和60年）の，修復型まちづくりのモデルになっている。とく
に，昭和60年代に入ってからの防災まちづくりでは，協議会による整備計画
決定後の事業化の段階でも，住民が不燃化建替えに積極的に参加し，アイデ
アを出し合い，その完成後は自らがそれを管理し使用ルールをつくるという
形で，住民主体のまちづくり運動への動きが出てくるといわれるが3〉，京島
のまちづくりはその先駆的方式の実験場になったとみることができる。
2〉まちづくり事業の現状
　平成5年7月現在までのところ，コミュニティ住環境整備事業のもとで，
道路拡幅整備等によって住宅を失ったものへの受皿住宅として，コミュニティ
住宅が7ヶ所（54戸，作業所6店舗1）完成しており，住宅には，浴室等高
齢者用福祉住宅が一部含まれている。道路整備については，8m道路拡幅整
備に，沿道の建替えもあわせて3ヶ所，延510mが完成している。さらに墨
田土地開発公社が，京島まちづくり用地として10ヶ所，計約1，400㎡近くを
先行取得している。
　区では，商工業者の建替え期間中の営業継続確保のために，まちづくり促
進仮営業所を2戸建設した。また，区独自のまちづくり助成制度の適用も，
表10　まちづくり助成一覧　一京島地区一 （平成3年11月現在）
近隣計画作成
団体権利者数
従前建物種別 従後建物種別 近隣計画による助成対象項目
個　建 共同建 個　建 共同建 基　本 共同化 不燃化 三世代 共　用空　間
道路等
整　備
1 4 4 ｝ 2 1 4 2 4 1 2 一
2 6 8 『 6 1 8 2 6 2 一 『　　一
3 3 3 ｝ 3 一 3 一 3 1 一 一
4 3 一 1（長屋） 3 一 3 一 3 1 一 一
5 3 3 1（長屋） 3 1 4 2 4 1 一 一
6 3 2 2 （計画中）
7 3 4 1（長屋） （計画中）
8 3 2 一 一 1 3 3 3 一 一 一
9 3 3 一 一 1 3 3 3 一 一 ｝
（出所：京島まちづくりセンター）
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表10のように既に9件ほど出ており，11棟が建替えられている。
　このように，ハードな面でのまちづくり（ものづくり）は，部分部分で手
をつける形で着実に進み始めている。
1）まちづくりについては神戸市真野地区が先行しており，真野で協議会に近いものをつ
　くったので京島でも協議会をつくったという経緯があった。真野と異なり京島の場合
　は，ある程度行政が加わる構成になっている。
2）このような動きを可能にする墨田区側のまちづくり関係の行政機構の推移については，
　浦野正樹と横田尚俊が「防災まちづくりをめぐる地域住民活動と行政の協働」（行政
　管理研究センター調査研究部編『社会変化とコミュニティ』平成2年）の中で（54～
　59頁），簡潔にまとめている。
3）横田尚俊「地域防災活動としての「防災まちづくり」の展開」『関東都市学会論集』
　第1号，1994年，65－66頁。同じ墨田区の一寺言問地区は，「防災まちづくり」型の
　典型例といえる。
4．京島地区まちづくり協議会
1）まちづくり検討会とまちづくり協議会の構成
　昭和55年に発足したまちづくり検討会の委員構成は，七つある町会からの
推薦者各2人ずつの地元側委員と，都・区，行政側から4人，それに都市計
画家1人からなっていた。地元委員の職業構成は，工業者7，商業者4と大
半が自営業者，しかも地権者で占められており，町会長が1名入っていた。
　まちづくり協議会が成立した時，検討会の地元委員14人中10人が協議会委
員にそのまま移行した。町会推薦者の数を増やし計25人にしたほか，地区内
三つの商店街からの代表9人を加え地元委員とし，都区委員9人，まちづく
り専門職（都市計画家）1人が加わり協議会が構成された。これらの委員で，
計画部会，商業部会，工業部会，運営委員会の部会制を構成する形がとられ
ている。検討会が提示したまちづくり計画の大枠は，4回目の協議会で検討
・修正のうえ合意決定された。行政側としては，提案を地元から受けて区が
行政計画として実施していくという立場をとっているが，一部の住民からは
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当時，「協議会は町会を代表するものなのか？」との反発も受けている。具
体的事業が進み出してからは，こうした反発も出なくなってきた。
2）まちづくり協議会の性格とその変遷
　京島地区まちづくり協議会は，行政が設置する京島「地区内の諸施設に関
する計画の立案・決定及び計画実現のためのルールづくり，ならびに事業化
の推進」（まちづくり協議会会則3条）を目的に設置されたが，昭和56年度
にまちづくり計画の大枠を合意決定後，計画の個別箇所ごとの具体化の検討
と，まちづくりのルールづくりにむけての活動，そしてコミュニティ形成を
めざした活動を続けてきた。
　まちづくりのためのルールづくりの検討は，計画部会への付託事項とされ
てきたが，当初，老朽住宅混在地区の路地を形成する不良住宅は撤去の方針
が打ち出されており，民問の自主的な更新に際してのルールづくりは考えら
れてこなかった。平成2年に生活道路づくりに事業の重点が移ると，計画部
会で混在地区の整備手法が検討されたが，具体的なルールづくりまではまと
まらなかった。
　行政と地域との関係の中で，まちづくり協議会1）そのものの性格は，昭和
56年以降現在まで，次の4期に時期区分できる変遷を辿ってきた。①昭和56
～59年頃の1期（住民と行政のパイプ役），②昭和59・60年頃のH期（住民
同士の話し合いの場），③昭和60～平成元年頃の皿期（行政とのパートナー
シップの欠如），④平成2年以降のIV期（住民と行政の新たなパイプ役）。
協議会は，協議会会則2条，3条，11条に規定されているように，住民と行
政のパイプ役として行政の事業化プランを町会にもち帰り住民に説明し，ま
た，住民の要望を行政に伝える媒介的役割をもつものとして位置づけられて
いる。昭和59・60年頃になると，協議会そのものは住民同士の話し合いの場
へと，性格づけが変化してきた。昭和60年に会則が改正され，1町会からの
提案を受けて「協議会は，地元住民の合意が得られない事項に関しては，決
定しないものとする」という条文（4条2項）が新たに加えられ，それまで
開催されたことのなかった工区部会を街区関係住民に協議会委員が入る形で
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の地区部会に改め，「協議会は地区部会の結論を尊重する」ことを明示した。
事業推進のより具体化を図るため，まちづくり計画の総論を扱う協議会と各
論を進める地区部会との関係を明確に規定する措置であった。こうした会則
改正の背後には，まちづくりの進め方について「本来，地元から話が出て，
それを役所で受け止めるようなやり方をすべきだったのではないか。役所が
町会を使って話を進めている感じがする。」（「まちづくりミニニュース」
No8，昭和58年2月）という声があったことによる2，。
　この1期に，最初のモデル住宅建設をめぐって東京都は，地元町会・住民
と連携がうまくつくれなかったこともあって，これに続く皿期は都が京島で
話し合いの場をもてなくなった。とくに，昭和63年・平成元年の頃は，住民
の協議会への参加の熱意が醒めてきて不参加が目立ち，協議会が停滞した。
協議会委員は，都議会議員に働きかけ議会で取り上げてもらうなど，「まち
づくり」の前進を図った。
　平成2年に事業主体が区に一元化されると，協議会の性格が再び変わって
きた（IV期）。行政，協議会の役割分担をはっきりさせることにより，協議
会のパイプ役の位置づけが再び重視され，活動が停滞していた協議会のたて
直しが図られた。ハードな個別事業（ものづくり）については行政が主導権
をとり，協議会は京島文化祭などソフトな活動面での主導性発揮へと傾斜し
つつある。事業の進め方についても，地区部会をつくらず街区別の懇談会を
やる形で動かす方式がとられ，権利をもつ人たちすべての合意をとりつけた
上できっちりと進めるようにした。すでに昭和57年の会則改正で，協議会か
ら町会長をはずし新たに相談役を新設していたが3），平成2年頃から行政側
では相談役を重視する方向がとられている。行政側は協議会を，町会を母体
としつつも町会とは別組織（新たな機能集団）と位置づけてはいるが，事業
推進は町会を通さないと進まないのが現実である。その結果，地区部会と一
緒にできるところから進めるという方向でスタートした計画部会が，ここ2，
3年目標を失ってきており，まちづくりのソフト面の活動を計画する方向に
向かっている。
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　このように，昭和60年頃から，協議会を住民同士の話し合いの場にという
方向でまちづくりに関し住民主体への転換をはかったが，必ずしも順調には
いかなかった。そこで，やや乱暴な切り方をすると，一方でハードのみを切
り離しものづくりという目にみえる形を進め，他方でまちづくりのソフトに
重点を置く方向がとられ始めてきている。自主的な「ルールづくり」が非常
に難しいことに直面した中で協議会がゆきついた模索の方向がソフトの活動
への傾斜であった。住民主体への移行はゆきつもどりつの中で進むものであ
り，一線的には実現するものでないことが示されている。
3）まちづくり協議会と行政，住民との関係
　協議会は地元の意向を集約して行政に反映する場であることが期待されて
おり，ハードなものづくりのプランは行政が主導で作成し，協議会が検討修
正のうえ決定する。それに対して，協議会が主導するソフトな面での活動に
行政が資金を援助するという役割分担がとられている。
　京島地区の中に置かれている京島まちづくりセンターは，地区の外に事務
局がある墨田まちづくり公社4）の出先であり，センターは協議会を運営する
とともに，まちづくりに関する広報を行ない，主にコミュニティ住環境整備
事業に基づく公共住宅・公共施設の建設，用地の取得の際の折衝，センター
2階の会議室など公共施設の管理と，京島独自のまちづくり助成制度にもと
づく民間建替えへの相談助言，不燃化促進助成など様々な助成制度の活用を
地元に対して行なっている。区は公社，センターに職員を派遣している。
　一方，まちづくり協議会と住民の問には，町会が介在している。協議会地
元委員の選出は町会を媒介になされているが，商業・工業専門部会の場合と
違って，多様な属性をもつ人々からなる町会からの選出の場合は必ずしも町
会住民を十分に代表する形にはなっていないし，推薦された委員のまちづく
りへの関心度も低いというのが実体のようである。協議会の委員構成は各町
会から推薦で3人ずつの地元委員を出すことになっているが，この3人は次
のような形で選出されることが多い。町会長に推薦方依頼がくると，町会長
は以前からまちづくりに関心をもっている方に頼むが，どうしても人がいな
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ければ，適当と思われる方を頼むという形で推薦するのが実情である。この
際，ハードなまちづくりにかかった当事者の中から，推薦者を出すという形
でもない。
　町会から推薦された代表者は，「依頼されたから出席する」という形が多
いようで，一般住民の中にも，まちづくりは必要だとは思っても，自分が積
極的にやろうというものはいない。町会の代表委員が協議会からもどって町
会の住民に説明する場がないというのが町会の現状で，一般住民の関心が高
いとはいえない。ただ，具体的にコミュニティ住宅が出来きてきて，現実に
地域の中から入居した人が出てきて初めて，まちづくりはこういうことをや
るんだという理解が，住民の中に浸透してきつつあるのも事実である。
　まちづくり協議会とフォロアーである地区住民との間には上述のようなギャッ
プがあるが，行政側は両者のギャップに気づいている。そして，住宅などの
箱ものづくりであるまちづくりのハードな部分に対し，イベントを中心とす
るソフトな部分の活動への協議会の傾斜を，このギャップを埋める方法とし
て位置づけようとしている。住民がまちづくりに関し自分たちでなにかをし
なければならないという意欲と運営能力を身につける仕掛けが，ソフトな部
分だと捉えるのである。まちづくりセンター・公社は，住民が行政は何をし
てくれるのかでなく自分たちが何をしなければならないのかという発想に転
換するよう期待しており，出来るだけ住民に任せたいという方向をもってい
る。ハードなまちづくりの雰囲気づくりがソフトな部分の活動だということ
で，計画部会の活動に関しても，第1回目の京島まつりを除いてはすべて地
元に任せている。
　協議会委員は，まちづくりはハード面が基本であるが，ソフト面で人心を
生かすまちづくりが必要であると，ソフトも含めてのまちづくりを考える中
で自分たちが行なっている活動を位置づけている。ソフト面での活動を，人
と人との触合いをつくり出し，住民にまちづくりを理解してもらい乗っても
らうための活動と位置づけている。ただ，ソフトを積み上げてもハードがう
まく行くわけでない点も気づいており，試行錯誤の状況である。
一38一
大都市衰退地区東京京島の「まちづくり」
これに対しフォロアーである一般住民は，地元住民の趣味活動の作品展示
を中心とした京島文化祭などのソフトな活動を，まちづくりに関連したもの
とはみていない。「なぜまちづくりの方で文化祭をやるのだろう」と，文化
祭がまちづくりと密接に関係したものだという認識をもっていない。
1）京島地区まちづくり協議会および各専門部会の活動状況は，次のようである。
　協議会は，年2～3回開催され，まちづくり全般に関することを決定する。運営委員
　会は，重視の方向がとられ始めてきているものの，現在はまだ年3～4回の開催であ
　る。相談役は，町会長のほうからの意向・意見を聞く場であると同時に，相談役とし
　てのチェック機能を期待されており，会としてもたれるのは年2回くらいであるが，
　事業については逐次報告を受けている。相談役である町会長は，かつて協議会委員を
　経験している。
　計画部会は，平成元年京島まちづくり祭を提案計画し，平成3年から京島文化祭へと
　趣向を変えてきている。具体的には計画部会内で実行委員を出し，さらに各町会から
　2名ずつの推薦者を加え実行委員会をつくり，祭の予算はまちづくりの事業費から出
　す形で運営している。
　商業部会は勉強会を積み上げてきており，商業者の抱える問題についてアンケート調
　査を実施している。部会全体として地区一本で実施している具体的な活動はまだない
　が，地区内三商店街のひとつが，後述のように「東京都コミュニティ商店街事業」を
　導入し活性化しており，青年部が育っている。しかし，他のふたつの商店会は，後継
　者がなく青年部もないという問題を抱えており，まとまりがよいというわけではない。
　工業部会も，地場産業の拡大が当面最大の課題で，ハードなまちづくりと噛み合う段
　階にはない。ソフトな活動として，平成3年から，公社側の提案で部会員の間で使わ
　なくなった工具・機械類のリサイクル運動を行なっているほか，後継者づくりを柱の
　中心に据えており，同年から昔の遊びを孫に伝える京島子ども祭を開催し，平成4年
　に結成された後継者グループ（13名，月1回夜，まちづくりセンター会議室で懇親会）
　が，この子ども祭の運営実務を担当し，後継者たちの奥さん同士の交流の機会にもな
　っている。
2）この質問に対し区側は，「待っていてもなかなかそういう話し合いができるようには
　ならないので，役所が呼びかけた。町会は京島では最も基礎的な団体であるので，当
　初から町会と一緒に話を進めてきている」と回答している。
3）協議会に町会長が入ると協議会で決定したことが町会長を縛ることになり，これを避
　けようとする配慮であった。
4）墨田区まちづくり公社は，墨田区が出資している都市整備公社で，行政補完と住民の
　自治活動の助成を目的に，個別的かつ複雑な折衝を要する事業を柔軟に運営するため
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に設立された。①京島まちづくりセンターの運営をとおした京島まちづくり事業，②
不燃化誘導事業，③地域集会所など公共施設の管理運営をとおしてのコミュニティ推
進事業を行なっている。事業化に公社を使うメリットは，運営に地元側評議員も含む
ので住民に密着した立場がとれる，民間資金を自由に導入できる，議会や予算に縛ら
れない弾力的な運営が可能な点にあるといわれる。
5．京島地区まちづくりの地域基盤
1）京島地区の地域構造
　京島地区まちづくりが行なわれている京島二丁目・三丁目の地区は，図1
のような7町会で構成されている。しかしながら，このうち2町会は，まち
づくりの地区の外にまたがっている。さらに，まちづくりの地区の中は，旧
町連合町会，氏子，学区が複雑に入り組んでいる。まちづくりの地区は，
専ら防災上の観点から行政が，幹線道路や鉄道で外側から区切って枠をかけ
たものであり，このまちづくり地区の範域でひとつのまとまったコミュニティ
の実態があったわけではなかった。京島地区まちづくり協議会は，この行政
の枠の中で置かれている。
　現在の墨田区は，明治11年南部地区に成立した東京市本所区と，現墨田区
の北部にあたる当時の南葛飾郡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三1
の墨田町，吾嬬町，寺島町の3
町が昭和7年に合併して成立し
た向島区が，昭和22年に合併し
たものである。京島は5町会が
旧吾嬬町に，2町会が旧寺島町
に属していた。旧町，連合町会
が違うと，町会同士ほとんどつ
ながりがない1）。旧町が違えば
連合町会が異なり，神社の氏子
の地割りが異なるのが普通だか
???????????????? ????? ?? ??????????? 、??、．?????????、??? ?「．，、?????《?、? 、???????
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らである。
　旧吾嬬町の5町会は，京島地区の外にある他の6町会とともに11町会で，
押上の飛木神社（産土神の氏神）の氏子地区になっており，京島地区の他の
2町会はそれぞれ香取神社と高木神社が氏神（産土神）になっている。飛木
神社の氏子町会11町会は，毎年一斉に各町会ごとに秋祭りを行なうほか，3
年に1度の大祭の時には鳳輩（御神体を乗せた牛車〉を11ヵ町にまわし，町
会ごとに引継ぎを行ない，各町の神輿の勢揃いをやる2）。香取神社，高木神
社の氏子町会も，それぞれに祭りを行なっている。
　京島地区の飛木神社氏子5町会は，地区にある田丸稲荷神社も運営してお
り，京島地区の中でもとくにこの点でこの5町会ほまとまりがみられる。田
丸稲荷神社は産土神ではなく，この土地の有力者個人の氏神だったもので，
地元5町会で構成されている連合町会に寄付されたものである3〉。
　この5町会は，京島文花連合町会という連合町会をつくっており，京島地
区の他の2町会は，地区外の他町会と別の連合町会をつくっている4）。連合
町会が違うと，町会同士のつきあいはほとんどない。
　各町会は400～700戸位からなり，内部が地区割りでいくつかの部一組（班〉
に分かれて，主に防災・防火，祭りの活
動をしている。たとえば，5町会のひと　　表11C町会の役員の職業
つ，C町会をとりあげると，518戸が6
部に分かれており，各部がさらにいくつ
かの組に分かれていて，全部で50組から
なっている。各組長は輪番で，組長の推
薦で部長，副部長（この層が町会の役員）
が出る形がとられているが，実際は，家
庭の事情等がなければ10年から20年は役
員継続という形が多い。現在の役員の年
齢は50歳～70歳，平均62，3歳位と，高
齢化している。地域に関心をもつ後を継　　　（「c町会会員名簿」より作成）
職　　業 昭和61年平成2年
会　社　員 4 1
建　設　業 2 2
製造業自営 12 7
小売業自営 11 11
大工・職人 1 1
個人タクシー O 1
自　由　業 1 1
貸　家　業 0 1
そ　の　他 2 2
無　　　　職 2 3
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表12　C町会世帯の職業構成
職　　　　業 昭和61年平成2年 職　　　　業 昭和61年平成2年
会　　社　　員 195180大　工・職　人 6 7
公務員・団体職員 15 7 サー　ビス業 12 10
工　　　　　　員 3 5 不　動　産　業 1 1
店　　　　　員 0 3 測量事務所 1 0
会　社　役　員 2 2 個人タクシー 2 3
建　　築　　業 10 6 自　　由　　業 7 4
製造業自営 85 65 貸　　家　　業 0 4
食　品　卸　売 1 1 そ　　の　　他 7 10
貿　　易　　業 0 1 パ　　　ー　　　ト 2 2
小売業自営 68 66 無　　　　　職 114 69
飲　　食　　業 13 8 不　　　　　　明 24 64
　　　　　　　　　　　　　　（「C町会会員名簿」より作成）
ぐ若い者がいない，というのが実情である。「町会の役員は定年後の人がな
るもの」といわれているが，役員の職業構成は表11のようになっており，表
12と比べてみても（引退したものも含めて）自営業者が圧倒的に多い。町会
組織は，防犯部，交通部，防火部，青少年部，衛生部，慶弔部，婦人部から
なる部会制を敷いており，部会員には役員が分担して貼りついている。
町会の活動は，1町会単位では活動ができないので，防災にせよ防火にせ
よ，連合町会の単位で動くのが普通である。京島文花連合町会の行事の主要
表13　C町会の年間行事
1．成人式
2．納涼踊り（婦人部）昭和50年頃から．一連合町会
　8月第1土・日曜日　於，小学校校庭
3．祭り（予算的にも最大の行事）　　　　　　　　　　飛木神社
　　　　　　　　　　　　　連合町会（田丸稲荷神社）
4．交通安全（春秋2回，3月と9月）　　　　　連合町会　　　　　警察
5．衛生、薬剤散布（5月～8月に6回）　　　　　　　　　　　　　区
6．防災訓練（年1回）　　　　　　　　　　　　連合町会　　　　　区，消防署
7．奥様コンクール（婦人部）消火訓練．3月．一向島地区72町会一消防署
　　　　　　　　　　　　　　（聞きとり調査より作成）
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なところは，①年1回の防災訓練，②8月　表14C町会婦人部役員宅の職業
に小学校校庭で行なう夏の納涼踊り（盆踊
り），③春秋2回の交通安全，それに，こ
この連合会の場合には先に述べた④田丸稲
荷神社の祭り，といったところである。こ
ういった行事は各町会からその都度役員が
出て実施し，納涼踊りは婦人部が中心になっ
て行なわれる。C町会レベルで町会の年間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（「C町会会員名簿」より作成）行事をみると，表13のようになり，ほとん
どすべての町会行事が行政の縦割りで降りてくる行事にあわせて実施され，
また，町会組織も行政に対応する形で組織されていることがわかる。他町会
も，京島地区の場合，町会独自に何かをやっているところはなく，似たよう
な状況にある。
　集団構成からみた地域の構造としては，この町会のほかに，町会の下部組
織でありながら会員構成が異なる婦人部，そして，老人会，学区P　T　A，子
ども会が主要な構成要素となる。
　C町会の場合でみると，婦人部は，全世帯の主婦が会員になっており，町
会同様地区割りが6部で構成され，役員は15名，その年齢は62歳のものが一
番若く，平均年齢60歳代半ば，そのお宅の職業構成は表14のようになってお
り，高齢のため無職も多いが，自営業が多いのも特徴である。若い主婦はほ
とんどがパート勤務で忙しく，役員のなり手がいないということで役員は高
齢化している。
　老人会は，65歳以上の任意加入団体で，会員162名，女性が多い。やはり
地区割り6部に分かれた組織をもっており，役員が計16名いる。財源確保の
ために月1回，古紙・空缶の回収（リサイクル）を役員中心に行ない，地元
の回収業者に売却している。
　子ども会は，町会の補助で，子どもの入学時・卒業時のお祝い会や，運動
会，夏休みの日帰り旅行会を行なっている。京島地区の町会の中には，子ど
職　　　業 昭和61年平成2年
会　社　員 2 2
製造業自営 4 2
小売業自営 2 2
大工・職人 1 1
貸　家　業 1 1
そ　の　他 1 1
無　　　職 8 7
一43一
今野裕昭
も会が古紙・空缶回収を行なっているところもあるが，子どもの数が年々減
少してきており，活動も活発でなくなってきている。
　このように婦人部，子ども会は町会のもとに一元化されており，老人会も
町会範囲単位での活動で，町会をこえる横のつながりはない。
　さらに，P　T　Aは，学区が京島地区3つの小学校区に分かれているために，
地区に一元的な活動とはなっていない。　（図1参照）
　このほかに，商店街が京島地区に3つあるが，活性化しているのは現在の
ところ1商店街のみである。工業者はバラバラで業種別の同業者組合がある
とはいえ，区の経済局の指導のもとに区単位でまとまる性格のもので，京島
地区内で一本のまとまりがあるわけではない。工業者は全般に後継者不足で，
不況で沈滞気味である。
2）地域社会の横のつながり
　町会同士の横のつながりは，以上みてきたように非常に少ない。町会の役
員をとりあげてみても，他町会の役員と会う機会は少ない。行政との定期懇
談会として年2回の町会長会議（墨田区全体）があり，そこで町会長が会う
ことがあるほかは，催物毎に担当部長が行くくらいである。実質的な懇談が
あるとすれば，町会長同士，連合町会単位に新年会をもつことがあるくらい
である。京島文花連合町会ではさらに納涼踊りがあるので，その時に三役と
婦人部部長が当番町会の会館に集まり協議をする。婦人部部長同士は，学校
で行事があると呼ばれ顔を会わせるが，日常の交流はない。しかも学区が3
分されているので，7町会の婦人部長が一堂に会することはない。この他に
は，婦人部役員同士が，年1回の向島地区の奥様コンクール（消火訓練）や
連合町会単位の防災訓練で会うことがある。老人会は，墨田区老人会連合会
が6地区に分かれているが，地区単位に月1回地区長主催の会長会がある。
　このように各町会は，町会長が連合町会単位で町会をこえた横のつながり
をもつが，基本的に自己町会以外のことはわからないというのが実情である。
町会をこえたところでの一般役員レベルでの相互の交流は，まずないといっ
ていい。地域への関心は，自己町内のみという非常に限られた範囲での話で
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ある。学区も，PTAでの母親同士のつながりは，子どもが在学中の時期に
のみ限られる傾向にある。婦人部，子ども会も町会に一元化されており，町
会外とのつながりは，町会長を通してという形である。まして多くの住民に
とっては，町会の活動を通じて他町会の住民とつながりをもつということは
まずない。
　町会をこえる形での横のつながりをつくっているのは町会行事ではなく，
唯一祭りが，神社の氏子の範域で横のつながりをつくっているにすぎない。
この意味で各町会は横のつながりががなく，各町会が金太郎アメ的構造をもっ
ている環節社会的な様相を示している。
　一方，町会範囲内での住民相互のつながりはどうかというと，この地区は
もともと東京の下町で，かつては「下町のつきあい」といわれる濃厚なつな
がりがあったが，徐々につながりが薄れてきているのが実情である。たとえ
ば，婚葬に関しては町会の中に慶弔部があり，親戚などが手伝わなくとも受
付けから全部できるようになっている。昨年くらいまでは自宅で告別式を行
なう形が多く，町会の会館で婦人部が煮炊きの手伝いをやっていた。しかし，
昨年京島地区に2ヶ所目の民問セレモニーホールができ，これからは自宅で
行なうことも減る傾向がみられる。また，「おすそわけ」についても，30年
くらい前には日常茶飯事であったが，若いお母さんになるとなくなってきた
し，主婦が皆働きに出るようになったため，立話での井戸端会議は現在でも
あちこちにみられるとはいうものの，どこかの家に集まってのお茶飲みは今
は少なくなってきている。
　地域という観点から地域集団のレベルでみる限り，町会をこえる地域の横
のつながりはみられないし，住民個人のレベルでも，少なくとも高齢者世代
についてみる限り，地域の横のつながりのネットワーク拡大の芽はないとい
える。また，若い人たちのフォーマルなつながりの広がりも，みられない。
さらに，もっと狭い近隣の範囲での下町のおつきあいも，崩れつつあるとい
うよりも，なしくずしに外部からの力で崩されざるをえないというのが実態
である。地域集団の累積という視点からみる限り，奥田道大のいう地域共同
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体5）としての町会が，そのまま高齢者とともに残ってきたといえよう。
3）京島地区の範囲枠
　京島地区まちづくり協議会が置かれた範域である京島二・三丁目の地区は，
町会単位のブロックを横につなげて地区を一つにまとめる基盤が町会自体に
も存在しないし，また，学区P　T　A，子ども会，老人会，氏子組織も，これ
ら7町会がつながる要素にはなっていない。
　まちづくり協議会の範域でベースになるものは，地域の中の既成の集団，
社会関係にはみられない。そのエリアのとり方は，道路の拡張と住宅の不燃
化を課題とする防災区域という観点から，密集度・幹線道路で区分する形で，
行政が防災事業上かけたものだといえる。震災・戦災を経験した東京都民に
とっては「まちづくり一防災」という言い方が最も理解され易いという事情
も，何がしか反映していたことは十分に考えられる。
　この意味で，京島地区のまちづくりは，地区の範域で住民の統合的な何ら
かの実態がないところから始まった，ひとつのコミュニティ形成であると捉
えることができる。
　コミュニティ・エリアの設定に関して，墨田区では，現在，ブロック分け
に関しふたつの考え方が併存している。昭和56年の長期総合計画に基づいた
平成元年の基本計画の中では，福祉都市実現のためのコミュニティ形成・促
進の手段として図書館，児童室，社会教育施設，集会施設の機能をもつコミュ
ニティ・センターを1館ずつ設置する目安として，区を8ブロックに分けて
いる。一方，都市計画のサイドでは，まちづくりの区域区分を10ブロックに
分けており，そのエリアのとり方は福祉のそれとはズレている。福祉計画で
はさらに，集会室，長寿室の機能をもつコミュニティ会館を各ブロックに6
館ずつ設置する目標をたてているが，その区域は，「小学校区単位あるいは
中学校区単位のコミュニティ区分を考慮」している。京島地区は，そのひと
つのブロックの中でわずか一角を占めているだけの範域であり，また，学区
が三つに別れておりコミュニティ区域区分としても重なっているわけではな
い。墨田区は高齢化社会への対応として平成5年に地域福祉計画を策定して
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いるが，後期高齢者増大の状況の中での地域ケアの問題も，今の京島のコミュ
ニティをそのまま残して使えばうまく解決するだろうという議論がある。し
かしながら，すでにみたように京島地区には必ずしも地域的な統合があるわ
けではないばかりか，現在は高齢者層の下町の近隣のおつきあいすら縮小し
てきているのが現状である。少なくとも地域住民の若い年齢層がきちっと支
えてゆく仕組みがないと，福祉ケアはうまく動かないであろう6〉。
　同じように，まちづくり協議会のまちづくりの活動も，下の年齢層が支え
る仕組みがないと，着実に根づかないと思われる。統合的なコミュニティと
しての実体がなかった，しかも，近隣関係も省略化されてきている京島二・
三丁目に，まさに新たなコミュニティ形成が要請されているといえる。そこ
で次に，主体的なまちづくりのコミュニティ形成の芽を，京島の中のどこに
見出せるのかを，検討してゆくことにする。
1）基本的には連合町会が違うと，相互に面識がない。旧町，旧区が異なるとなおさらで，
　たとえば旧本所区の町会の役員に隣町会のことを聞いても，「むこうの町会は向島な
　んでね。あまりよくわからない」というような言い方が出てくる。
2）たとえば，C町会では大人用の高い神輿をもっており，子どものタル神輿（2台）と
　ともに町内を担いで歩く。高い神輿の担ぎ手は，もはや若い男子が少なく，女性の方
　が多い。町内に1ヵ所，お神酒所を設ける。鳳螢をまわす3年に1度の大祭の時には，
　神社の近所の旧くからの氏子総代がとり仕切るが，各町会はそれぞれ50万円くらいの
　寄付金（一般協力金）を町会費とは別途に集めねばならない。大祭の時でなくとも毎
　年30万円くらい祭りにかかる。これは町会の1年間の会費収入分くらいの額にあたる
　わけで，町会にとって祭りは最大の活動のひとつといえる。大祭の時の賄いも町会の
　当番制で，当番町会にあたると婦人部の役員たちが交替で出る。
3）田丸稲荷神社は連合町会に寄付され，その運営費用は神社所有の土地の地代で賄われ
　ている。各町町会の役員が世話人になっており，連合町会の当番会長（5町会の会長
　の輪番）が音頭とりで4月に祭りをおこなう。お世話をするのは町会役員と役員以外
　の神社の世話人（4～5人）に関係した人たちで，特に神輿を出すわけではない。普
　段の神社の管理は，世話人がこれにあたっている。
4）M町会は，京島地区の外側，文花三丁目にも跨っており，役員等，その中心は文花三
　丁目にある。N町会は，一部京島一丁目にも跨っているが，その中心は京島二丁目の
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　方にある。
5）奥田道大「コミュニティ形成の論理と住民意識」磯村英一他編『都市形成の論理と住
　民』東京大学出版会　1971年　139－140頁。
6）かってC町会の老人会が，民生委員を中心に給食センターから一人暮し老人へ給食サ
　ービスを配るのを2年ほど続けたことがあったが，たいへんで，対象老人が他町会の
　ものだけにな6たのを機に止めている。
6、主体的なまちづくりの芽
　京島地区のまちづくりが行政側からの仕掛けでスタートしたにせよ，その
活動が住民主体のものになってゆくためには，まちづくりのハードな面への
住民の共同管琿，すなわち，一方で建替えに際してのルールづくりと，他方
で地域の公共施設の自主的な使用のルールづくりの発想が，ひとつの挺子に
なると考えられる。こうした発想が広く住民にもたれるためには，住民サイ
ドに，まちづくりの範域をカヴァーする住民の地域ネットワークにのった活
動がなければならない。さらにまちづくりのソフトな面での活動においても，
住民の地域ネットワークの存在が前提となる。
　まちづくり協議会が，そのための組織として結成され活動をしてはいるが，
多くの住民がこの活動に参加するためには，各住民のネットワークがまちづ
くり協議会との接点をどこかでもつことが必要になってくる。町会がこのルー
トになる形がデザインされているが，今や町会がすべての住民を代表してい
るわけではなく，とくに若い世代がぬけ落ちているわけで，必ずしも接点を
十分にもっているとはみえない。まちづくり協議会は現在のところ，住民の
地域ネットワークと十分な接点をもっているとはいえないようである。そし
て，京島の場合のなによりのネックは，ハードのみならずソフトも含めた広
義のまちづくりを考えた場合，その範域である京島二・三丁目地区内に全体
をカヴァーするコミュニティの実体がないということである。
　しかしながら一方では，地域の中に，昭和55年以降のまちづくりの活動に
呼応するかのように，地域に内在的な，地域独自の自助能力を増すような動
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きがいくつか見出されるのも事実である。
　そこでここでは，住民主体のまちづくりへと展開しうる芽と考えられる活
動のいくつかを検討する。とくに，まちづくりの活動が緩やかな連携を組め
る地域ネットワークの芽が，可能性としてどんな形で在るのかをみてゆく。
1）まちづくり事業の中での住民主体の芽
　京島地区の中にあるコミュニティ関連の公共施設は，まちづくり公社の①
京島まちづくりセンター2階会議室（主旨はまちづくり集会室），公社が区
から管理事業を委託されている②コミュニティ住宅（集会所はない〉，③仮
営業施設，土地開発公社から管理を委託されている④先行取得した土地（事
業用地），それに区の⑤長寿室，⑥地区内に2箇所ある公園である。この中
で住民がその管理運営に直接参画しているのは，事業用地の一部と長寿室の
夜問一般開放の部分，それに公園である。事業用地は地元町会から要望があっ
た時に，家庭菜園用地や駐車場として管理を一切一任で町会に貸付けられて
いる。しかし，事業開始までの一時的な利用協定であり，地元からの要望も
少ない。長寿室の夜間一般開放も，地元町会に鍵の管理と使用申込み受付け
が任されている。公園は，地元町会の老人会が管理している。総じてコミュ
ニティ施設の管理は行政が行なう部分が多く，地元住民も行政依存の姿勢が
強い。また，施設の利用は町会範囲に限られ，地区全体の住民が共同利用す
るような形に広がるものではない。平成5年からポケットパークの建設が行
なわれているが，住民による管理についてはこれからである。将来のコミュ
ニティセンターの建設も含めて，公共施設の管理運用への住民の参画は今後
の課題になってこよう。
　現時点で住民主体のまちづくりへと発展しうる芽は，まちづくり協議会自
体のソフトの活動の中に含まれているのを見出すことができる。計画部会の
京島文化祭，工業部会の京島子ども祭りといったイベントがそれであるが，
すでにみたように，協議会側の意図と住民の評価にはかなりの距離がある。
自助能力を増大する地域の力量をイベントを通じて増すためには，多くの地
域住民をイベントの主催者として動員することが必要であるが，そのために
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は地域の様々なネットワークとの接点を広げて見出すことが必要になる。さ
らに，その連携ネットワークは，次世代のネットワークとも連携する必要が
あるが，この意味で，工業部会が後継者育成に手をつけ始め，子ども祭りと
いうイベントの実行部隊の役割を担わせている方向は，評価してよいものと
思う。
2）地域福祉計画
　東京都では，平成元年の国の「高齢者保健福祉10ヵ年戦略」（ゴールドプ
ラン）に基づき，平成3年に「都地域福祉推進計画」を策定しているが，区
もこれを受けて平成5年に「区地域福祉計画」を策定し福祉コミュニティづ
くりを考えている。この中では在宅援護に向けての高齢者，障害者の保健・
福祉機関のネ閉トワーク化が重視されているがいずれ具体化してゆく中で，
このネットワークと住民の二一ドを結びつける媒介項としての地域を，町会
の枠をこえる形で再編していく必要が出てくるであろう。この福祉コミュニ
ティ形成の動きは，京島地区にあっても新たなコミュニティ形成のひとつの
契機になる可能性をもつと思われるが，すでにみたように町会や近隣という
その範囲が限られた既存のコミュニティに網をかぶせるだけでは，十分機能
していかないと思われる。
3）まちづくり協議会の活性化と呼応する地域の「うねり」
　こうした行政からの働きかけとは別に，地域の中での内在的な独自の活動
と組織ネットワークがみられる。ここでは，その顕著なものとして，丁商店
街協同組合の動きと，町会の枠の中での婦人部の動きのふたつをとりあげる。
（1）丁商店街協同組合の動き
　京島地区の三つの商店街のうちのひとつ丁商店街では，商店街協同組合が，
昭和50年代後半から地域の活性化を目指し活発な活動を続けてきており，京
島地区まちづくり協議会の活性化と呼応するような動きをみせている。京島
地区の三商店街はいずれも近隣型商店街で，地域密着型の商店街である。
　丁商店街協同組合（現在会員約160店）は，都内商店街の中でもかなり早
い時期にチケット制（掛け売りのお買物小切手）を取り入れたところで，そ．
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のために昭和35年に協同組合を結成している。協同組合の現理事たちが当時
青年部の時に組合が結成されたわけで，もともと進取の気性に富む土壌があっ
たといえる。このチケット制はかつては1億円くらいの規模で動いていたこ
ともあったが，今はキャッシュカードの時代となり，5千万円くらいの規模
で行なわれている。協同組合成立後，昭和56年に協同組合の役員組織の一新
と活動の再編を始めるまでは，春秋，中元，歳末の売出しを行なうくらいで
あったQ
　昭和56年，当時40年代に京島地区に大型店が進出してきていたこともあっ
て，商店街の地域衰退の危機感が高まり，現理事長が就任すると役員組織の
一新をはかり運営の再編を行なった。もともと理事会は，チケット部会，ス
タンプ部会，交通委員会，青年部会の4つの部会に別れていたが，それまで
は組織の形があるのみで，各会員多陀を理由に役員のなり手もなく，一部の
表15　丁商店街協同組合の活動推移
＜丁商店街協同組合の動き＞
昭35　商業協同組合設立（チケット＝お買物小
　　切手を扱うため）
　　春秋売出し（4月，10月，通称びっくら
　　市），中元売出し，歳末売出しの実施
昭56　現理事長が就任。地域衰退の危機感。
　　役員組織の一新，運営の再編
昭57　（青年部）朝市開始
昭59　（青年部とともに）中元売出しに景品。
　　びっくら市，歳末売出し要綱決定。青年
　　部，勉強会開始
昭61　街路灯改修竣工
昭62夜市，盆踊り開始。ユーユーロード開設
昭63　七夕まつり開始。歳末福引き
平1　コミュニティ商店街事業（カラーコート
　　舗装，～平成3）。勉強会，青年部から
　　コミュニティ委員会に。中元福引き
平3　5月子どもの日ワイワイウィーク開始
　　　（コミュニティ事業完成祝賀）。歳末福
　　引き，ギフト方式のラッキージャンボ宝
　　くじ開始
＜京島地区まちづくりの動き＞
昭55　京島地区まちづくり検討会
昭56　京島地区まちづくり協議会設置。
　　まちづくり計画の決定。
　　他地区のコミュニティ住宅，コミュニテ
　　ィ道路の見学会
昭58住環境整備モデル事業大臣承認
　　ニューアル基本計画
昭60　まちづくり協議会会則改正。
　　まちづくり助成制度発足
　　行政と地元のパートナーシップ欠如の時
　　期
昭59，60　商業部会勉強会。京島地区商店街リ
平2　コミュニティ住環境整備事業の事業主体
　　が都から区に変更。
　　京島まちづくりセンター，現地事務所と
　　して開所
平4　商店街アンケート調査
（「丁商店街協同組合総会資料」及び聞きとり調査より作成）
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役員に未分化の形で一元化されており活動も不活発であった。運営の再編後，
4部会の部長の下に役員を2～3名ずつつけて活動を始め，表15のような商
店街のイベントをつぎつぎに企画してきた。現在理事は23人おり，役員で活
動する人には店を2店舗もっていたり，他地区に支店を出している人たちも
多い。
　昭和56年のまちづくり協議会の設立に際しては商店街から代表3名が委員
として入ったこともあり，まちづくりの気運に呼応する形で青年部の掘り起
こしをはかった。区の援助を受け，月1度夜2時問ずつの勉強会から始めた。
最初はポップ，看板書き，ディスプレイなどの教室からスタートしたが，や
がて，イベントをやり始め，勉強会のテーマもさらにカラーコート，駐輪場
などに移り，平成元年からの都のコミュニティ商店街事業導入（通りのカラー
舗装，アーチの建替え，街路灯イルミネーション設置）に際し，中心的役割
を青年部が果たすことになる。
　もともと青年部は，昭和56年頃，趣昧の野球をやっていた仲間のコアから
スタートし，昭和57年頃，仲問を集めて何かやろうということで，他地区の
商店街でやっていた朝市を参考に朝市を始め（現在は約110店参加），徐々
に仲間を増やし常時20～25人くらいが活動をするようになった。現理事の息
子たちはほとんどが，青年部で活動している。商店街に青年は約150人くら
いいるといわれるが，そのうち青年部の会員は40名，平均年齢は35歳くらい
である。
　商店街のイベントはほとんど，青年部が主力になって行なわれている。朝
市は青年部の単独事業，ワイワイウィーク（公園でのイベント，出店）と夜
市（通りを使ってのミニ縁日）・盆踊り（周辺5町会婦人部の踊りの会会員
に商店街を流してもらう）は，青年部と理事の協同，七夕（地域の幼稚園・
保育園も参加し，街路灯の周辺3～4戸単位で飾りつけを競うコンテスト）
は，計画段階から青年部が主力になっている。こうしたイベントの運営は，
企画も含めて，青年部があって初めて可能になっている。都のコミュニティ
商店街事業が入ってきたことにより，青年部は理事会と一体となって活発に
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活動を始めている。
　商店街協同組合はコミュニティ事業も一段落し，現在，駐輪場の確保と高
度化資金の活用を目指しての振興組合結成へと動き始めている。
（2）町会の枠をこえる動き一婦人部一
　婦人部役員は，制度化された町会に一元化されている枠の下で，基本的に
自分の町会をこえた隣接町会の婦人部役員との横のつながりをもてていない。
婦人部長が町会長と一緒に出席する墨田区全体の祝賀の名詞交換会と連合町
会の納涼盆踊り打合せに婦人部長が町会三役と集まることがあるほか，一般
役員は防災訓練と消火訓練で顔を合わせるくらいで，限られた話題で集まる
だけである。
　町会の中の婦人部ということで町会をこえる婦人部同士単独の集まりがな
い中で，京島文花連合町会の婦人部の中に，横のつながりが欲しいという動
きが最近強く出てきている。平成5年に1町会の婦人部長が若い世代の人に
交替したが，その人を中心に納涼踊りの準備会の場で声があがり，連合町会
の新年会と総会，会合に婦人部長も参加させるよう要望が出されている。
7．むすび　一行政主導から住民主体ヘー
　京島地区まちづくり協議会は，まちづくり計画の個別箇所ごとの具体化の
検討と，まちづくりのルールづくりに向けての活動，そして，ソフト面を中
心にしたコミュニティ形成をめざす活動を行なってきている。
　ハードな面でのまちづくり事業において，協議会のもつ位置付けは大きい。
密集地の中で地主，家主，住人の関係が複雑に錯綜し，住民の半数以上が借
家人，借地人という京島では，行政単独では事業がスムーズには進まない。
この状況での協議会方式の必要性が非常に大きいことは，言うまでもない。
しかし，この面での活動だけでは，住民主体のまちづくりは十分には生まれ
てこない。まちづくりにおいて住民の主体性がみられるひとつの在り方は，
まちづくりのルールを自分たちの手で詰めそれを具体化する活動と，事業で
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つくられた地区内のコミュニティ施設を住民の参画により管理し自主的な利
用を図る活動が根付くことにあるのだと思う。
　京島地区では，公共施設の管理は実質的に墨田まちづくり公社の手によっ
てなされており，住民の主体的な管理という観点からして，必ずしも十分に
住民主体が獲得されているわけではない。住民の側に，自分の単一町会で利
用できる施設は管理を引き受けるが，地区全体にまたがる施設は管理を引き
受けたがらないという姿勢があることも事実である。この意味で，地区全体
をカヴァーするコミュニティが存在しないネックは大きい。
　協議会の計画部会が事業手法の検討を始めた時，自主的なルールづくりが
非常に難しいことに直面し，ここ数年より広い意味でのソフト面での活動に
傾斜する方向を模索してきている。ルールづくりを前面に出し性急に推し進
めることは，協議会がこれまで築いてきた地区全体をカヴァーする人と人と
のつながりの芽を壊しかねない難しさをもつものなのかもしれない。ソフト
面での活動に傾斜する動きを，まちづくりのための地域の力量を蓄積する方
向へと協議会が試行錯誤のうちに進んでいるものと，捉えることができよう。
最初は各町バラバラだったものが，まちづくりが始まったことによってやっ
と相互に関連をもち始めた，この第一歩がもつ重みは大きい。たとえば，京
島の中でバラバラだった工業者が，工業部会の活動によって一部とはいえま
ちづくりをめぐり相互に面識をもち始めたことは，それまでなかった新しい
ものが地区の中に生まれ横につながる基盤が生み出されたわけで，ひとつの
大きな成果だといえる。こうした新しい横のつながりが，住民主体への芽に
なると考えられる。
　また地域住民の中にも，住民主体を確かなものにしてゆくために自助能力
を増す地域の力量を培ういくつかの芽が，まちづくりを契機に主にソフト面
での活動の中から生まれてきていることも確かである。たとえば，丁商店街
協同組合の内発的な活動は，カラー舗装の段階までは商店街の中でだけの活
動にすぎず，直接にはまちづくりは関わりがなかった。コミュニティ事業の
際，10店近くが改築をしたが，まちづくりのルールをつくりセットバックを
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しているわけではない。商店街の青年部を構成する若い人たちも，まちづく
りで何かやっていることは知っていても，何をやっているのかの内容には無
関心で，ソフトな活動にはのっても，ハードな事業は自分に関わらない限り
なんとかしようという気運はないのが実際のところである。こうした中で商
店街の役員たちにも，ここ1，2年やっと，駐輪場確保の問題でハードなま
ちづくりに関わるかなという気運が出始めてきている。
　地域の若い者は3割かたが大学を出ると地区の外に出てしまう中で，地域
に残ったものもサラリーマン，商売をやる者，工業者の後継者とバラバラで，
商工自営者の場合は同業者組合につながりをもっても，地域をベースにした
組織的な活動の場がないのが実情である。インフォーマルな地域のネットワー
クにしても，商店街青年部で積極的な活動をしている仲問でさえ，その麻雀
仲問や飲み仲問は，メンバーが流動的でバラバラである。この状況の中で，
地域の中での後継者グループ結成がもつ意味は大きい。
　出発点になったまちづくり計画の中ではコミュニティセンターの構想がも
たれているが，これを具体化してゆくためには，できあがったコミュニティ
センターの自主的な活用を住民ができるだけの地域の力量，住民の協同に基
づく主体的な自主管理能力を高めることが前提となろう。そのためには，地
域の力量をつくり出せる活動の積み上げが必要であり，まちづくり協議会は，
今ある公共施設の共同管理や利用のルールづくりを，住民にもっと働き掛け
る方向をもつことが必要であろうし，回り道のようではあっても，地区規模
でのソフトな活動をさらに積み上げてゆくことが必要であろう。町会同士を
横に繋ぐような活動をもっと活発に仕掛けてゆくことが必要な時期にきてい
るのではないのか。地域の中にいくつか出てきている後継者の活動や，町会
婦人部の動き，さらには新たに組織化が計画されている地域福祉計画の活動
といったものが，まちづくり協議会と直接に関わるものではないとしても，
ソフトな面でのまちづくりの一部として，まちづくりのベースになることは
間違いのないところであろう。町会に基礎を置いたまちづくり協議会が，京
島地区の中の様々な団体，様々な人的ネットワークが活動をめぐってその都
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度緩やかな連合をつくれる仕組みを，どう地域の中に構築してゆけるのかが
課題である。そのために，活力ある地域ネットワークを洗い出し，これを上
手に連携させてゆくような仕掛けをつくり出してゆくことが，今求められて
いるように思う。
（付記）本稿は，平成5年度科研費「大都市再生への回路に関する比較社会
学的研究」の一部をまとめたものである。京島でお教えいただいた多くの方
々に，謝意を表します。
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